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都市ごみ処理飛灰のメカノケミカル処理による Pb の不溶化処理をねらいとした基礎検討を行

った。結果、溶出液がアルカリ性の飛灰では Pb の溶出量が低減するが、その機構は Pb の化学形

態の変化ではなく、比表面積の変化が影響していると考えられた。また溶出液が弱酸性となる飛

灰では、MC 処理による形態の変化に対して pH の影響が卓越し、Pb の溶出量が低減しなかった。

以上の MC 処理の特徴は、現行のキレート処理による不溶化機構とは異なることが示唆された。 
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背景と研究目的： 

都市ごみ処理施設において発生するばいじん（以下、飛灰）は特別管理一般廃棄物に指定されて

おり、含有する有害重金属類の最終処分場における溶出抑制処理を行うことが義務付けられてい

る[1]。したがって、多くの処理施設では、液体キレート剤などの薬品による溶出抑制処理が施さ

れている。しかしながら、この重金属対策用の液体キレート剤は非常に高価で、施設の用役費の

およそ 20%を占めており、キレート剤によらない安価な溶出抑制処理技術の開発が強く望まれる

ところである。 
そこで当社では、重金属の溶出抑制処理の従来とは異なる新規の手法として、メカノケミカル

処理（以下、MC 処理）に着目した。MC 処理は、粉末の供試物と複数の金属製の球体を密閉容器に

投入し、容器を遊星ミルにより回転（自転および公転）させることで、容器内部のボールの衝突エ

ネルギーにより試料の物性を変化させるものである[2]。これまでの検討において、キレート剤の

ような溶出抑制のための薬剤を添加しなくても、MC 処理のみで重金属の溶出抑制効果が発現す

ることを確認しており、本研究ではその機構について検討を行うことを目的とした。 
 
実験方法： 
(1) 供試試料 
  ガス化溶融形式の施設 A において溶融飛灰（Pb 濃度 2,400 mg/kg）を、バーナ式灰溶融炉の施

設 B において溶融飛灰（Pb 濃度 9,600 mg/kg）を、ストーカ形式の施設 C において焼却飛灰（Pb
濃度 680 mg/kg）をそれぞれ採取し、これらを原灰とした。各原灰を遊星ミルによって MC 処理

したものを MC 処理後飛灰、また比較検討のための試料として、各原灰に対してキレート処理

も実施し、これらをキレート処理飛灰とした。 
(2)  MC 処理 
  遊星ミル装置は、レッチェ製 PM-100 を用い、ステンレス製の 500 mL 容器にφ15 mm のステ

ンレス製球体を 50 個、30 g の各試料と共に投入した。処理条件は、公転が 1min あたり 500 回

転、自転は 1min あたり 1000 回転の条件で、30 min 回転させた。 
(3) キレート処理 

キレート処理には、日立造船(株)製 L5100(70)（ピペラジン系キレート剤、分子量 314）の有効

成分濃度 35%のものを用い、原灰重量に対して施設 A は 6 wt%、施設 B は 20 wt%、施設 C は 3 
wt%にそれぞれ相当する量を、約 30 wt%の水と共に添加し、試料が均一になるまで混練した。

なお、キレート剤の添加量は、各飛灰中の Pb が十分にキレート剤と反応した状態で測定に供す
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るため、後述の溶出試験による Pb の溶出濃度が、基準値である 0.3 mg/L を下回るために必要

な添加量として、事前検討により決定した。 
(4) 溶出特性の評価 

原灰、MC 処理灰、キレート処理灰の各灰について、実際の処理灰を埋立て処分する際に適

用される溶出試験（環境庁告示第 13 号、昭和 48 年）に定められた方法（以下､JLT-13）に準拠し、

Pb の溶出量と溶出液の pH を測定した。なお、この JLT-13 は、検体に蒸留水（pH が 5.8～6.3）
を、重量体積比が 1(g)：10(mL)となるように添加して密封容器に入れ、常温・常圧下において

水平方向に幅 4～5 cm の区間を 200 回/min の頻度で振とうし、さらに孔径が 1 µm のグラスフ

ァイバー製のフィルタによりろ過したろ液中の Pb 濃度を測定するものである。 
(5) XAFS 測定 
  SPring-8 BL14B2 において、すべての試料をポリエチレン製の袋に密封した状態で、Pb の

XAFS 測定を実施した。対象は Pb LIII 吸収端、入射 X 線のエネルギー範囲は 13.00～13.15 keV
の XANES 領域、測定法は 19 素子 SSD による蛍光法、分光結晶面は Si(111)面、複数回のクイ

ックスキャンによるスペクトルの積算によった。それぞれの試料のスペクトルは、標準物質と

しての Pb 化合物（PbO、PbO2、PbCl2、PbS、PbSO4、2CaO・PbO2）、また試薬級の Pb(NO3)2 の

標準溶液（NaOH により pH を 12 に調整）

に同種のキレート剤を添加して調製した

キレート結合態のそれぞれの標準スペク

トルと形状比較を行った。さらに MC 処理

による Pb の状態変化を知るために、原灰

とMC処理後について13.00～13.10 keVの

範囲で標準化合物のスペクトルとのフィ

ッティングを行い、化合物成分比を求めた。

2 本の曲線の形状差から作られる面積の

大きさ（試料のスペクトルで描かれる面積に対する差分の面積の割合）を R 値として、フィッテ

ィングの妥当性を検証した。 
 
結果および考察： 
 JLT-13 の結果を表 1 に示す。施設 A、B、C
のいずれの飛灰においても、キレート処理で

は、基準値 0.3 mg/L の 10 分の 1 のオーダー

まで溶出量が低減した。 
  一方、施設 A および C については、MC 処

理のみによっても基準値のオーダーまで溶出

量が低減したが、施設 B の溶出量は大きく変

化しなかった。施設 A と C の溶出液の pH に

ついては、排ガス処理工程で消石灰の吹込み

による脱塩処理を行っているためにアルカリ

性を呈したと考えられ、脱塩処理を行ってい

ない施設 B の pH は弱酸性となった。 
  さらに、これらの pH は MC 処理およびキ

レート処理のいずれによっても 0.6 以上の変

化が認められなかったので、鉛の溶出量変化

は pH の変化によるものではないと考えられ

る。 
 次に、各試料の XANES スペクトルを図 1
に、標準物質を用いたパターンフィッティン

グの結果を表 2 に、それぞれ示す。なお、図

1 の標準物質のスペクトルは、解析の結果か

ら各試料のスペクトルを表現するために妥当

と思われた PbO、PbCl2、PbS の三種について

表 1．溶出試験結果 

Pb溶出
（mg/L）

pH
Pb溶出
（mg/L）

pH
Pb溶出
（mg/L）

pH

A 18 12.0 0.32 11.8 < 0.01 12.4

B 20 6.2 24 6.2 0.02 6.7

C 5.2 12.8 0.27 12.3 < 0.01 12.4
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図 1. XANES スペクトル 
（グラフ中○印はフィッティングの結果例） 
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のみ記している。施設 A および C では、原灰は

酸化物の形態に近く、MC 処理による大きな変化

が認められなかった。施設 B では、原灰は塩化物

に近い形態であったが、MC 処理によって硫化物

に近い形に変化していることがわかった。 
  一方、キレート処理飛灰については、全ての施

設において本研究で調製したキレート結合態の

形状に酷似しており、原灰および MC 処理灰とは

異なるものであったことから、Pb の形態の変化が

溶出の低減に寄与したものと考えられた。 
 
施設 A および C の飛灰については、MC 処理による Pb 溶出量の低減が、pH と形態の変化から

説明されないことから、物理的な性状に着目して MC 処理飛灰の比表面積を BET 多点法にて測定

した。その結果、施設 A の飛灰の比表面積は MC 処理により 2.3 m2/g から 1.3 m2/g、施設 C の飛

灰では 30 m2/g から 4.6 m2/g にそれぞれ減少しており、MC 処理において飛灰の構成粒子の表面形

状が変化し、Pb の溶出量の低減に寄与したと考えられた。 
一方、施設 B については、MC 処理によって飛灰の比表面積は 1.6 m2/g から 0.7 m2/g に減少し、

Pb は PbS を主体とする化学形態に変化したものの、pH が弱酸性域であることが影響し、溶出低

減には至らなかったと考えられた。 
 
まとめ： 
 都市ごみ処理飛灰を MC 処理することによって Pb 溶出量を低減させることは可能であるが、そ

の機構は Pb の化学形態の変化が主たる要因ではなく、比表面積の変化が影響していると考えられ

た。また、脱塩処理を行っていない施設の飛灰で、その溶出液が弱酸性を呈するような場合では、

MC 処理によって飛灰の比表面積と形態が変化しても、pH の影響が卓越し Pb の溶出量の低減に

至らないことがわかった。さらにキレート処理は、弱酸性域とアルカリ性域の両方において Pb の

化学形態を著しく変化させることにより溶出の低減に寄与していると考えられ、MC 処理による

不溶化機構とは異なることが示唆された[1]。 
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PbO PbCl2 PbS

原灰 65 - 35 0.016

MC処理後 65 - 35 0.016

原灰 - 81 19 0.014

MC処理後 - 37 63 0.017

原灰 76 - 24 0.017

MC処理後 95 - 5 0.020

構成比（%）
R値施設 試料

B

C

A

表 2. パターンフィッティングの結果 




